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平成２３年 ３月１日 

変更 平成２７年１１月２日 

国 土 交 通 大 臣 

 

 

独立行政法人港湾空港技術研究所 中期目標 

 

 

独立行政法人港湾空港技術研究所（以下｢研究所｣という。）は、港湾及び空港

の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等（以下「研究」という。）を行う

ことにより、効率的かつ円滑な港湾及び空港の整備等に資するとともに、港湾及

び空港の整備等に関する技術の向上を図ることを目的とする機関である。その運

営に当たっては、公共性、自主性及び透明性を備え、業務をより効率的かつ効果

的に行うという独立行政法人化の趣旨及び事務・事業の見直しの結果を十分に踏

まえつつ、本中期目標に従って、適正かつ効率的にその業務を遂行することによ

り、安全・安心な社会の形成、沿岸域の良好な環境の保全、形成、活力ある経済

社会の形成等の国土交通政策に係るその任務を的確に遂行するものとする。 

 

１．中期目標の期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日までの5年間とする。 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

（１）質の高い研究成果の創出 

質の高い研究成果の創出を図るため、以下の方策を講ずることとする。 

 

１）研究の重点的実施 

研究所の目的である「港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及び技術の開

発等を行うことにより、効率的かつ円滑な港湾及び空港の整備等に資するととも

に、港湾及び空港の整備等に関する技術の向上を図ること」（独立行政法人港湾

空港技術研究所法 第3 条）を達成するため、国との役割分担を明確にしつつ独

立行政法人が真に担うべき研究として本中期目標の期間中に取り組むべき研究分

野を、社会・行政ニーズや優先度等を踏まえ以下の通り設定し、重点的に実施す

る。なお、民間では実施されていない研究、及び共同研究や大規模実験施設の貸

出等によっても民間による実施が期待できない、又は独立行政法人が行う必要が

あり民間による実施がなじまない研究を実施するものとする。 

 

・安全・安心な社会を形成するための研究 

東海、東南海・南海地震及び津波・高波・高潮等による災害リスクが高まっ

ており、安全・安心な社会を形成するための取り組みが求められている。研究

所においては、沿岸域の自然災害を防止、軽減するための研究を実施する。 
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・沿岸域の良好な環境を保全、形成するための研究 

地球規模の環境問題への対応、豊かな生態系や良好な景観の保全、閉鎖性海

域の環境改善、油流出事故対策等、沿岸域の良好な環境を保全、形成するため

の取り組みが求められている。研究所においては、海域環境の保全、回復に関

する研究、美しい海岸の保全、形成に関する研究、海上流出油や漂流物対策に

関する研究を実施する。 

 

・活力ある経済社会を形成するための研究 

港湾・空港等の国際競争力の強化、海洋の開発・利用・管理、社会資本の効

率的な維持管理等、活力ある経済社会を形成するための取り組みが求められて

いる。研究所においては、港湾・空港施設等の高度化や戦略的維持管理に関す

る研究、海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究を実施する。 

 

２）基礎研究の重視 

研究所が対象としている波浪・海浜・地盤・地震・環境等に関する基礎研究

は、研究所が取り組むあらゆる研究の基盤であることや民間の主体に委ねた場合

には必ずしも実施されない恐れがある内容であることから、中期目標期間中を通

じて推進し、自然現象のメカニズムや地盤・構造物の力学的挙動等の原理・現象

の解明に向けて積極的に取り組む。 

 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると想定される萌芽的研究に対しては、先見性と機動

性をもって的確に対応する。 

 

４）国内外の研究機関・研究者との幅広い交流、連携 

国際会議への積極的な参加や、国内外の大学・民間・行政等の研究機関・研究

者との交流、連携を強化、推進し、関連する研究分野において研究所が世界の先

導的役割を担うことを目指す。 

 

５）適切な研究評価の実施と評価結果の公表 

独立行政法人が真に担うべき研究に取り組むとの観点から、国との役割分担の

明確化、他の独立行政法人等との研究の重複排除を行うとともに、民間では実施

されていない研究、及び共同研究や大規模実験施設の貸出等によっても民間によ

る実施が期待できない、又は独立行政法人が行う必要があり民間による実施がな

じまない研究を実施することについて、研究の事前、中間、事後の評価におい

て、外部から検証が可能となるよう、評価プロセス、評価結果等を適切に公表す

る等の措置を講ずる。 

 

（２）研究成果の広範な活用、普及 

研究活動によって得られた成果は、国内外に広く還元されることが極めて重要

であることから、以下の方策を講ずることにより研究成果の広範な活用、普及に
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努める。 

 

１）行政支援の推進、強化 

港湾及び空港の整備に関する技術の向上を図るため、民間にはなじまない、独

立行政法人として真に担うべき事務を実施することを踏まえつつ、公共事業の実

施上の技術的課題への対応や国、地方公共団体等の技術者の指導等、行政支援を

より積極的に行う。また、災害時の技術支援等の要請に対して、迅速かつ適切に

対応する。 

 

２）研究成果の公表 

国内外の学会等における論文発表や各種講演会などを通じて、積極的に幅広く

公表する。 

 

３）知的財産権の取得、活用 

研究成果の活用と自己収入の増大を図る観点から、特許の出願、取得等、知的

財産権の取得、活用を積極的に行う。 

 

４）関連学会の活動への参加及び民間への技術移転、大学等への協力及び国際

貢献 

国内外の関連する学会や各種委員会等における研究者の活動を奨励するととも

に、民間企業への技術移転及び大学等、高等教育機関への協力の推進を図る。ま

た、海外における技術指導、関連技術の国際標準化活動への支援を行う等、国際

的な技術協力の推進を図る。 

 

（３）人材の確保、育成 

優秀な人材の確保に努めるとともに、適切な研究者評価の実施や在外研究の奨

励等、多様な方策等を通じて人材の育成を図る。 

 

３．業務運営の効率化に関する事項 

（１）戦略的な研究所運営 

研究所の業務運営の基本方針の明確化、社会・行政ニーズを速やかかつ適切に

把握するための関係行政機関や外部有識者との連携等、研究環境の整備等を通じ

て、戦略的な研究所運営の推進を図る。 

 

（２）効率的な研究体制の整備 

高度化、多様化する研究ニーズに迅速かつ効果的に対応するとともに、国の政

策目的や優先度を踏まえて研究開発の重点化を図る観点から、研究体制について

検討、点検を行うことによって、効率的な研究体制を整備する。 

 

（３）研究業務の効率的、効果的実施 

効率的、効果的な研究開発を推進するため、研究の重複排除に配慮しつつ、産
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学官連携による共同研究を推進するとともに、外部の競争的資金の獲得など研究

資金の充実を図る。 

 

（４）業務の効率化 

業務の外部委託の活用、業務の簡素化、電子化等の方策を講じることにより、

業務の効率化を図る。また、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進

について」（平成27年５月25日総務大臣決定）に基づく取組を着実に実施する

ことにより、契約事務の適正化を図る。 

具体的には、一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費

及び特殊要因により増減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込ま

れる総額を初年度の当該経費相当分に５を乗じた額に対し、６％程度抑制する。

さらに、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを

行う。 

また、業務経費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊

要因により増減する経費を除く。）について、中期目標期間中に見込まれる総額

を初年度の当該経費相当分に５を乗じた額に対し、２％程度抑制する。 

 

４．財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金を充当して行う事業については、「３．業務運営の効率化に関す

る事項」で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算によ

る運営を行う。 

 

５．その他業務運営に関する重要事項 

（１）施設・設備に関する計画 

業務の確実な遂行のため必要な研究施設の計画的整備、維持、補修に努めると

ともに、効率的に運営する。 

また、保有資産の必要性についても不断に見直しを行う。 

（２）人事に関する計画 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員

給与の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその

適正化に計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものと

する。 

また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革

の推進に関する法律（平成18 年法律第47 号）」に基づく平成18 年度から５

年間で５％以上を基本とする削減等の人件費に係る取組を23 年度も引き続き着

実に実施するとともに、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直

すものとする。 

（３）その他 

国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討に

ついては、今後の独立行政法人全体の見直しの議論を通じ、適切に対応する。 


